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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載
を省略しております。

第23回定時株主総会招集ご通知
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

連結注記表
個別注記表

（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

クルーズ株式会社
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連結注記表

連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

連結子会社の数 24社

主要な連結子会社の名称

CROOZ SHOPLIST株式会社

Studio Z株式会社

ランク王株式会社

連結の範囲の変更

　当連結会計年度から496株式会社他５社は新たに設立したことにより連結の

範囲に含めております。

　当連結会計年度からYES株式会社、CARAFUL株式会社及びCROOZ EC Partners

株式会社は株式の譲渡により連結の範囲から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 ２社

会社等の名称

株式会社カタリストキャピタル

株式会社マイゴル

持分法の適用の範囲の変更

　当連結会計年度からForGroove株式会社は清算したため持分法適用の範囲か

ら除外しております。
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連結注記表

(２)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 ３社

会社等の名称

非連結子会社　該当事項はありません。

関連会社　　　Blackswan Capital 1号投資事業有限責任組合

　　　　　　　Blackswan Capital 2号投資事業有限責任組合

　　　　　　　Japan Angel Fund 1号投資事業組合

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、CatalyST１号投資事業有限責任組合の決算日は12月31日

であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っ

ております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致して

おります。

４. 会計方針に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等

　主として移動平均法による原価法を採用しております。

　なお、投資事業組合等への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）につきましては、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な 近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法によっております。ただし、建物（建物

附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　３～24年

機械装置及び運搬具　　　　６～12年

工具、器具及び備品　　　　３～20年

② 無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期

間（５年以内）に基づく定額法によっております。

③ 投資その他の資産

　投資不動産については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

投資不動産　　　　　　　　７～21年

(３)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。
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(４)重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業に

おける主な履行義務は、SHOPLIST.com by CROOZにおける受託販売業務、スマ

ートフォン向けのゲームの企画、開発、運営業務、インターネット広告及び

メディア業務等の各種サービスの提供であります。

　SHOPLIST.com by CROOZにおける受託販売業務やスマートフォン向けのゲー

ムの企画、開発、運営業務等については取引が発生又は関連サービスが提供

された時点において履行義務を充足するものとして収益を認識しておりま

す。

　また、EC関連のシステム受託開発業務及び保守サービス業務、スマートフ

ォン向けのゲームの受託開発業務、インターネット広告及びメディア業務

等、関連サービスが提供される期間にわたって履行義務を充足するものにつ

いては、当該期間にわたって収益を認識しております。

　当社グループの取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が

到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

　取引価格は、変動対価、変動対価の見積りの制限、契約における重要な金

融要素、現金以外の対価などを考慮して算定しております。

　取引価格のそれぞれの履行義務に対する配分は、独立販売価格の比率に基

づいて行っており、また、独立販売価格を直接観察できない場合には、独立

販売価格を見積っております。

(５)外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

(６)その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法

　社債発行費については、社債の償還期間にわたり定額法により償却してお

ります。

② グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しております。
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有形固定資産 600,702千円

無形固定資産 185,204千円

投資不動産 3,559,866千円

（表示方法の変更に関する注記）

　前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「商品」

及び投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「投資不動産」は

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度の「商品」は104,342千円、「投資不動産」は546,585千円

であります。

（会計上の見積りに関する注記）

　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金

額を算出しております。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の

見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリ

スクがある項目は以下のとおりであります。

１. 固定資産の減損

(１)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(２)会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定方法

　固定資産の回収可能価額は、使用価値に基づいて計算しております。将来

キャッシュ・フローは、中期計画及び計画で示された期間後については、継

続価値を算定しており、市場の長期平均成長率等を加味したキャッシュ・フ

ローを使用しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定

　当連結会計年度末における減損の兆候の判定及び回収可能価額の算定にあ

たって、将来キャッシュ・フローの見積りに一定の仮定を置いております。

回収可能価額の見積りに使用された主な仮定は、割引率と成長率であり、こ

れらの仮定に基づく数値は、関連する業種の将来の趨勢に関する経営者の評

価を反映し、外部情報及び内部情報の両方から得られた過去のデータを基礎

としております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　将来キャッシュ・フローの見積りに用いた仮定は合理的であり、当連結会

計年度末の固定資産残高に対して十分に上回っております。ただし、会計上

の見積りに用いた仮定には、市場の成長性が見込まれている一方、競合他社

や経済環境等の影響により、一定の不確実性が存在し、将来キャッシュ・フ

ローの見積りに重要な影響を及ぼし、減損の認識が必要となる可能性があり

ます。
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投資有価証券 4,909,257千円

投資有価証券評価損 154,813千円

２. 有価証券の減損

(１)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(２)会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定方法

　投資有価証券は市場価格がない株式等に該当し、取得原価をもって貸借対

照表価額としていますが、投資先企業の財政状態等の悪化により実質価額が

著しく低下したときは、減損処理を行っております。

　投資先企業の財政状態等が悪化した場合には、直近の財政状態及びファイ

ナンス価格等を踏まえ、事業計画等を考慮したうえで、投資有価証券の減損

処理の要否の判断を行っております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定

　当連結会計年度末における投資有価証券の評価において、実質価額の算定

に一定の仮定を置いております。実質価額の算定に使用された主な仮定は、

投資先企業の将来の経営環境の予測等であり、関連する業種の将来の趨勢に

関する経営者の評価を反映し、外部情報及び内部情報の両方から得られた過

去のデータを基礎としております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　実質価額の算定に用いた仮定は合理的であり、当連結会計年度末の投資有

価証券残高は妥当であると判断しております。ただし、会計上の見積りに用

いた仮定は、不確実性を有しており、投資先企業の属する市場環境や競合他

社の状況により、超過収益力が毀損することで、実質価額が低下し投資有価

証券の減損処理が必要となる可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 837,606千円

当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式

普通株式 12,957,600 － － 12,957,600

（連結貸借対照表に関する注記）

（連結損益計算書に関する注記）

顧客との契約から生じる収益

　売上高について、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して

記載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は「（収益認識に関す

る注記）１．当連結会計年度の収益の分解情報」に記載しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項

(１) 配当金支払額等

　該当事項はありません。

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

　該当事項はありません。
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会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
第13回

新株予約権
普通株式 48,000 － 11,000 37,000 5,180

提出会社
第14回

新株予約権
普通株式 45,000 － 33,000 12,000 12

提出会社
第15回

新株予約権
普通株式 387,700 － 368,200 19,500 19

提出会社
第16回

新株予約権
普通株式 2,000,000 － － 2,000,000 2,000

提出会社
第17回

新株予約権
普通株式 － 2,588,000 － 2,588,000 2,588

連結子会社 － － － － － － 491

合計 2,480,700 2,588,000 412,200 4,656,500 10,291

(３) 新株予約権等に関する事項

（注） 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を
記載しております。

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

(１) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用については

安全性、流動性を重視した金融資産を購入しております。また、資金調達につい

ては安全性、経済性、機動性に配慮した手段を採用しております。

　なお、当社グループは、主に投資事業組合を通じて有価証券の運用を行ってお

ります。

(２) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内規程に沿ってリスク低減を図っており

ます。

　敷金及び保証金は、主に事務所等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信

用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引開始時に信用判定を

行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況の把握に努めておりま

す。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財政状態を把握し、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続してモニタリングしております。

　営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、そのほとんどが１年以内

の支払期日であります。

　借入金及び社債は、運転資金及び事業投資等に必要な資金調達であります。
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(１)敷金及び保証金 409,156 401,970 △7,185

(２)投資有価証券

　　　　その他有価証券　※4 1,634,806 1,634,806 －

資産計 2,043,963 2,036,777 △7,185

(３)社債　※1、5 9,000,000 9,028,686 28,686

(４)長期借入金　※1、5 2,878,835 3,522,870 644,035

負債計 11,878,835 12,551,556 672,721

区分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 918,890

関係会社株式 75,283

区分 当連結会計年度（千円）

投資事業組合出資金 2,355,560

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

社債 2,000,000 7,000,000 － －

長期借入金 219,870 516,544 370,247 1,772,173

合計 2,219,870 7,516,544 370,247 1,772,173

２. 金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

※1 １年内償還予定の社債又は１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

※2 現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等に

ついては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること

から、注記を省略しております。

※3 市場価格がない金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

※4 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資は、時価の算定

に関する会計基準の適用指針第24-16項を適用し、「（２）投資有価証券」に

は含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおり

であります。

※5 社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券
預託証券
資本性証券

－
－

624,612
1,010,194

－
－

624,612
1,010,194

資産計 － 1,634,806 － 1,634,806

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 401,970 － 401,970

資産計 － 401,970 － 401,970

社債 － 9,028,686 － 9,028,686

長期借入金 － 3,522,870 － 3,522,870

負債計 － 12,551,556 － 12,551,556

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要

性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能

なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に

は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における

優先順位が も低いレベルに時価を分類しております。

(１) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

(２) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）
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（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

3,559,866 3,569,755

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

預託証券及び資本性証券については市場での取引頻度が低く、活発な市

場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に

分類しております。

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、想定した貸借契約期間に基づきその

将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。なお、国債の利回りがマ

イナスの場合は、割引率をゼロとして算定しております。

社債及び長期借入金

社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規

借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、東京都に賃貸オフィスビル（土地を含む）を有しており

ます。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）時価は、収益価格及び公示価格等を主たる評価基準として算定しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
EC事業 GameFi事業 メディア事業 計

一時点で移転

される財又は

サービス

6,850,035 2,094,440 － 8,944,475 855,786 9,800,261

一定の期間に

わたり移転さ

れる財又はサ

ービス

149,091 1,099,103 917,761 2,165,957 2,299,417 4,465,374

顧客との契約か

ら生じる収益
6,999,127 3,193,543 917,761 11,110,432 3,155,203 14,265,636

その他の収益 － － － － 4,727 4,727

外部顧客への

売上高
6,999,127 3,193,543 917,761 11,110,432 3,159,930 14,270,363

（収益認識に関する注記）

１. 当連結会計年度の収益の分解情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、

主としてグラハム株式会社が営む事業を含んでおります。

２．従来、「EC事業」、「ゲーム事業」、「インターネット広告・メディア事

業」の３つを報告セグメントとしておりましたが、当連結会計年度より、

今後の事業展開を踏まえ合理的な区分の検討を行った結果、報告セグメン

トの区分方法を見直し、「ゲーム事業」については、「その他」に含まれ

ていた「GameFi事業」を統合し「GameFi事業」へ変更しております。ま

た、従来「インターネット広告・メディア事業」としていた報告セグメン

トの名称を「メディア事業」へ変更しております。

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「（連結計算書

類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）４.会計方針に関する事項

(４)重要な収益及び費用の計上基準」に記載しております。
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 契約負債 当連結会計年度

　 期首残高 48,126

　 期末残高 23,452

１. １株当たり純資産額 1,017円67銭

２. １株当たり当期純利益 91円15銭

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のと

おりであります。

（単位：千円）

　「SHOPLIST.com by CROOZ」のユーザーに対して商品購入時にポイント

を付与する取引については、追加的な財又はサービスを取得するオプショ

ンとして、これを別個の履行義務として識別し、取引価格を独立販売価格

に基づいて各履行義務に配分しております。

　なお、取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領している

ため、重大な金融要素を含んでおりません。

　契約負債は主に、「SHOPLIST.com by CROOZ」のユーザーに対して付与

したポイントのうち、期末時点において履行義務を充足していない残高で

あります。

　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含

まれていたものは、48,126千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末現在、ポイントに係る残存履行義務に配分した取引価

格の総額は23,452千円であります。当社グループは、当該残存履行義務に

ついて、ポイントが使用又は失効されるにつれて今後６か月の間で収益を

認識することを見込んでおります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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（その他の注記）

重要な子会社の株式の譲渡

　当社は、2023年８月10日、会社法第370条による決議（取締役会の決議にかわる

書面決議）により、当社の連結子会社であるCROOZ EC Partners株式会社につい

て、当社が保有する全株式を、ヴェスタホールディングス株式会社へ譲渡すること

を決議し、2023年10月１日に譲渡が完了いたしました。

１．株式譲渡の概要

①譲渡する子会社の名称及び事業の内容

名称　　　CROOZ EC Partners株式会社

事業内容　ECシステム構築・運用支援事業、HRソリューション事業

②譲渡先の名称

ヴェスタホールディングス株式会社

③株式譲渡の理由

　今後の第２第３の事業の柱として成長が見込まれるGameFi事業やメディア事

業に経営資源を集中させることが当社グループ全体の成長に寄与すると判断し

たため、今回の株式譲渡を決定いたしました。

④株式譲渡日

2023年10月１日

⑤その他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

２．実施した会計処理の概要

①譲渡損益の金額

関係会社株式売却益（特別利益）　489,029千円

②譲渡した子会社に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産　　　　 85,095千円

固定資産　　　　 90,091千円

資産合計　　　　175,186千円

流動負債　　　　115,393千円

負債合計　　　　115,393千円

③会計処理

　当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却価額との差額を「関係会社株式売却

益」として特別利益に計上しています。

④譲渡した子会社の事業が含まれていた報告セグメント

EC事業

⑤連結会計期間に係る連結損益計算書に計上されている譲渡した事業に係る損益

の概算額

売上高　　　　 141,995千円

営業利益　　　　14,046千円
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

　なお、投資事業組合等への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な 近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産

　定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　５～15年

機械装置及び運搬具　　　　６～12年

工具、器具及び備品　　　　４～15年

(２) 無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年以内）に基づく定額法によっております。

３. 引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。
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４. 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容は子会社等の経営管理業務であり、当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は関連サービスが提供された時点であります。

　当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約

に重要な金融要素は含まれておりません。

　取引価格は、変動対価、変動対価の見積りの制限、契約における重要な金融要

素、現金以外の対価などを考慮して算定しております。

　取引価格のそれぞれの履行義務に対する配分は、独立販売価格の比率に基づい

て行っており、また、独立販売価格を直接観察できない場合には、独立販売価格

を見積っております。

５. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

６. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法

　社債発行費については、社債の償還期間にわたり定額法により償却しており　

ます。

② グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しております。
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関係会社株式 944,411千円

関係会社貸付金 3,192,068千円

貸倒引当金 440,133千円

貸倒引当金戻入益 11,926千円

関係会社株式評価損 50,999千円

（会計上の見積りに関する注記）

関係会社の株式及び貸付金の評価

(１) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(２) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資する情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算定方法

　当社グループは、関係会社を通じて複数の事業を並行して展開しておりま

す。

　関係会社への投資及び貸付金の評価については、財政状態の悪化等の状況

が認められる場合、将来の事業計画を検討することによって、関係会社の超

過収益力等を反映した実質価額を評価しており、関係会社株式の実質価額の

回復可能性及び関係会社貸付金の回収可能性を検討した結果、必要に応じ

て、関係会社株式の減損処理及び関係会社貸付金に対する貸倒引当金を計上

しております。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定

　当事業年度末における関係会社への投資及び貸付金の評価において、関係

会社株式の実質価額及び回復可能性、また関係会社貸付金の回収可能性の評

価に一定の仮定を置いております。

　これらの評価に使用した主な仮定は、各関係会社の事業計画及び成長率で

あり、関連する業種の将来の趨勢に関する経営者の評価を反映し、外部情報

及び内部情報の両方から得られた過去のデータを基礎としております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　評価に用いた仮定は合理的であり、当事業年度末の関係会社株式残高及び

関係会社貸付金残高は妥当であると判断しております。ただし、会計上の見

積りに用いた仮定は不確実性を有しており、関係会社の属する市場環境や競

合他社の状況により、関係会社株式の減損処理及び関係会社貸付金に対する

貸倒引当金の計上が必要となる可能性があります。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 129,958千円

CROOZ SHOPLIST株式会社 388,900千円

クルーズアセット株式会社 2,422,046千円

合計 2,810,946千円

短期金銭債権 1,316,864千円

長期金銭債権 2,594,788千円

短期金銭債務 562,676千円

営業収益 604,431千円

営業費用 △41,274千円

営業取引以外の取引高（収入） 13,042千円

（貸借対照表に関する注記）

２. 債務保証等

関係会社の借入金等に対し、債務保証を行っております。

３. 関係会社に対する金銭債権

４. 関係会社に対する金銭債務

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高
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当事業年度期首
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

自己株式

普通株式 1,835,182 661,303 － 2,496,485

繰延税金資産

未払事業税 16,381 千円

貸倒引当金 134,789 千円

関係会社株式 77,979 千円

税務上の繰越欠損金 58,906 千円

投資有価証券 339,341 千円

その他 4,316 千円

繰延税金資産小計 631,714 千円

評価性引当額 △391,354 千円

繰延税金資産合計 240,359 千円

繰延税金負債

新事業開拓事業者投資損失準備金 △269,061 千円

その他有価証券評価差額金 △113,068 千円

繰延税金負債合計 △382,130 千円

繰延税金資産（負債）の純額 △141,770 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)自己株式の数の増加は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156
条の規定に基づく取締役会決議による取得による増加661,300株及び単元未満株式の買取りに
よる増加３株であります。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　該当事項はありません。
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個別注記表

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
CROOZ

SHOPLIST
株式会社

東京都
渋谷区

120,000
ファッション

通販
（所有）

直接 100.0
経営管理

役員の兼任

経営管理料
（※１）

228,704 売掛金 25,689

経費の立替
（※２）

－ 未収入金 57,228

－ － 未払金 318,668

債務保証
（※３）

388,900 － －

子会社
Sevenwoods
Investment
株式会社

東京都
渋谷区

22,500
VCファンド

事業
（所有）

直接 100.0
経営管理

資金の貸付

資金の回収 －
短期

貸付金
597,280

利息の受取
（※４）

4,232
長期

貸付金
302,820

子会社
グラハム
株式会社

東京都
文京区

25,000
求人広告代
理店事業

（所有）
直接 100.0

経営管理
資金の貸付

資金の回収 －
長期

貸付金
277,988

利息の受取
（※４）

1,306 － －

子会社
Studio Z
株式会社

東京都
港区

120,000 ゲーム事業
（所有）

直接 100.0
経営管理

経営管理料
（※１）

91,015 売掛金 8,917

子会社
クルーズ
アセット
株式会社

東京都
渋谷区

45,000
投資運用
事業

（所有）
直接 100.0

経営管理
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 1,171,000
長期

貸付金
1,336,809

資金の回収 386,000 － －

利息の受取
（※４）

4,731 － －

債務保証
（※３）

2,422,046 － －

子会社
496

株式会社
東京都
文京区

90,000
広告・採用
コンサルティ
ング事業

（所有）
直接 100.0

経営管理

資金の貸付 290,000
長期

貸付金
290,000

経営管理料
（※１）

75,830 － －

子会社
CROOZ 

Blockchain 
Lab株式会社

東京都
渋谷区

20,000 ゲーム事業
（所有）

直接 100.0
経営管理 経営管理料 138,944 売掛金 16,991

子会社
株式会社
node

東京都
渋谷区

5,010 その他事業
（所有）

直接 100.0
経営管理

資金の貸付

－ －
長期

貸付金
180,000

－ － 未収入金 76,341

（関連当事者との取引に関する事項）

１. 親会社及び主要株主等

　該当事項はありません。

２. 子会社及び関連会社等
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 800円58銭

２. １株当たり当期純利益 94円89銭

取引条件及び取引条件の決定方法等
（※１）経営管理料は子会社に対しての経営管理に係る費用を請求したものであります。
（※２）経費の立替は実際発生額を精算したものであります。
（※３）銀行借入等に対して債務保証を行っております。なお、取引金額には、債務保証の期末残

高を記載しております。
（※４）資金の貸付の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
（※５）子会社及び関連会社等への貸倒懸念債権に対し、合計437,810千円の貸倒引当金を計上して

おります。

３. 兄弟会社等

　該当事項はありません。

４. 役員及び個人主要株主等

　該当事項はありません。

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

　「(重要な会計方針に係る事項に関する注記）４.収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

重要な子会社の株式の譲渡

　「連結注記表　その他の注記」に記載のとおりであります。
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